
令 和 ３ 年 度 

久喜市国民健康保険特別会計予算 





議 案 第 号 

令和３年度久喜市国民健康保険特別会計予算 

令和３年度久喜市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，５８４，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」に

よる。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一

時借入金の借入れの最高額は、６００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 

令和３年  月  日提出 

久 喜 市 長  梅 田 修 一
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第１

歳

1 手 数 料 1

　

3 国 庫 支 出 金

入

1

1 国 庫 補

（

助 金 1

4 県

単

支 出 金 11,087,

位

369

1 県

：

負 担 金 ・ 補 助 金 11,

千

087,368

円

2 財政安定化基金

）

交付金 1

5

表

財 産 収 入 77

1 財 産 運 用 収 入 77

6 繰 入 金 1,588,279

1 一 般 会 計 繰 入 金 969,704

款

2 基 金 繰 入 金 6

項

18,575

金

7 繰 越 金 100,0

　

00

1 繰 越

　

金 100,000

8 諸 収 入 52,473

1 延

　

滞金、加算金及び過料

額

44,002

2 市 預 金 利 子 10

3 貸 付 金 元 利 収 入 1

4 雑 入 8,460

歳 入 合

歳

計 15,584,000

1 国 民 健 康

入

保 険 税 2,755,8

歳

00

1 国 民

出

健 康 保 険 税 2,755

予

,800

2

算

使 用 料 及 び 手 数 料 1
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歳　出 （単位：千円）

款 項 金 額

1 総 務 費 253,989

1 総 務 管 理 費 252,845

2 徴 税 費 159

3 運 営 協 議 会 費 556

4 趣 旨 普 及 費 429

2 保 険 給 付 費 10,963,168

1 療 養 諸 費 9,594,527

2 高 額 療 養 費 1,320,271

3 移 送 費 150

4 出 産 育 児 諸 費 35,719

5 葬 祭 諸 費 12,500

6 傷 病 手 当 諸 費 1

3 国民健康保険事業費納付 4,101,210
金

1 医 療 給 付 費 分 2,811,700

2 後期高齢者支援金等分 944,802

3 介 護 納 付 金 分 344,708

4 共 同 事 業 拠 出 金 3

1 共 同 事 業 拠 出 金 3

5 財政安定化基金拠出金 1

1 財政安定化基金拠出金 1

6 保 健 事 業 費 234,499

1 特定健康診査等事業費 169,424

2 保 健 事 業 費 65,075

7 基 金 積 立 金 77

1 基 金 積 立 金 77

8 諸 支 出 金 21,053

1 償還金及び還付加算金 21,052

2 繰 出 金 1

9 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

歳 出 合 計 15,584,000
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令 和 ３ 年 度 

久喜市国民健康保険特別会計 

予 算 に 関 す る 説 明 書 





 

1 国 民 健 康 保 険

出

税 2,755,800

 

17.7 2,940,

予

800 19.3 △18

 

5,000 △6.3

算

2 使

 

用 料 及 び 手 数 料 1 0.

事

0 1 0.0 0 0.0

 

3 国

項

庫 支 出 金 1 0.0 3,

 

851 0.0 △3,8

別

50 △100.0

 

4 県 支

明

出 金 11,087,3

 

69 71.2 10,9

細

79,195 72.1

 

108,174 1.0

書

5

1

財 産 収 入 77 0.0 9

総

0 0.0 △13 △14

　

.4

括

6 繰 入 金 1,588,279 10.2 1,148,001 7.5 440,278 38.4

7 繰 越 金 100,000 0.6 100,000 0.7 0 0.0

8 諸 収 入 52,473 0.3

　

52,062 0.4 4

(

11 0.8

歳

歳 入 合

　

 計 15,584,0

入

00 100.0 15,

)

224,000 100

（

.0 360,000 2

単

.4

位

歳

：千円）

款 本年度予算

 

額 構成比 前年度予算額

入

構成比 比 較 増

 

減率

　(％) 　(％)

歳

　(％)
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　(％) 　(％) 　(％)

1 総 務 費 253,989 1.6 252,659 1.7 1,330 0.5

2 保 険 給 付 費 10,963,168 70.4 10,852,542 71.3 110,626 1.0

　(歳　

3 国民健康保険事業

出

費納付金 4,101,

)

210 26.3 3,844,203 25.2 257,007 6.7

4 共 同 事 業 拠 出 金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

5 財政安定化基金拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 保 健 事 業 費 234,499 1.5 243,449 1.6 △8,950 △3.7

7 基 金 積 立 金 77 0.0 90 0.0 △13 △14.4

8 諸 支 出 金 21,053 0.1 21,053 0.1 0 0.0

9 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 15,584,000 100.0 15,224,000 100.0 360,00

款

0 2.4

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 比 較 増減率
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定 財 源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

39 253,950

10,913,604 49,564

（単位

130,718 626

：

,995 3,343,

千

497

円）

本

3

　　年　

1

　度　　予

4

　

3,048 1 191,

　

450

算　　額

77 0

　　の　

21,

　

053

財　　源

10,000

　　内　　訳

11,087,370 627,112 3,869,518

特
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2 退職被保険者等国民健康保険税 2,900 3,300 △400

1 医療給付費分滞納繰越分 1 医療給付費分滞納繰越分 1,900 2,100 △200

計 1,900 2,100 △200

2 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 500 600 △100

計 500 600 △

1

100

一般

3 介護

被

納付金分滞納繰越分 1

保

介護納付金分滞納繰越

険

分 500 600 △10

者

0

国民健康保

計 500 600 △10

険

0

税 2

計 2,7

,

55,800 2,94

7

0,800 △185,

5

000

（款） ２使用料

2

及び手数料 （項） １手

,

数料

9

1 総務手数料

0

1 1 0

２

0

1 証明手

2

数料 1 加入証明手数料

,

1 1 0

93

計 1 1 0

7,5

計 1 1 0

（款）

0

３国庫支出金 （項） １

0

国庫補助金

歳

△

1 災害

1

臨時特例補助金 1 1 0

84

1 災害臨時特例

,

補助金 1 災害臨時特例

6

補助金 1 1 0

00

入

（

1 医療給付費分現年

款

課税分 1 医療給付費分

）

現年課税分 1,848

１

,000 1,974,

国

000 △126,00

民

0

健康保険

計

税

1,848,000 1

（

,974,000 △1

項

26,000

） １国

2 後期高齢者支援金分

民

現年課税分 1 後期高齢

健

者支援金分現年課税分

康

585,000 625

保

,000 △40,00

険

0

税

計 585,000 625,000 △40,000

3 介護納付金分現年課税分 1 介護納付金分現年課税分 174,000 188,000 △14,000

計 174,000 188,000 △14,000

4 医療

目

給付費分滞納繰越分 1

・

医療給付費分滞納繰越

節

分 98,600 102

名

,400 △3,800

細 節 名

計 9

本

8,600 102,4

 

00 △3,800

年 度

5 後期高齢者支援

前

金分滞納繰越分 1 後期

 

高齢者支援金分滞納繰

年

越分 30,700 31

 

,500 △800

度 比　較

計 30,700 31,500 △800

6 介護納付金分滞納繰越分 1 介護納付金分滞納繰越分 16,600 16,600 0

計 16,600 16,600 0
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　　名 充 当 額

一般財源 退職被保険者等に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国

民健康保険税です。

一般財源 退職被保険者等に係る介護納付金分滞納繰越分の国民健康

保険税です。

一般財源 加入証明発行に係る手数料です。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 東日本大震災の被災に伴う保険税の減免及び療養の給付等

に係る一部負担金の免除に要した費用の一部が交付される

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分現年課税分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支

（

援金分現年課税分の国

単

民

位

健康保険税です。

：千円）

歳　出　事　

一般財源 一般被

業

保険者に係る介護納付

　

金分現年課税分の国民

別

健康保

　

険税です。

充　当　先

一般財源 一般被保険者に係る医療給付費分滞納繰越分の国民健康保

険税です。

一般財源 一般被保険者に係る後期高齢者支援金分滞納繰越分の国民

健

歳

康保険税です。

　　入　　概　　

一般財

要

源 一般被保険者に係る

事

介護納付金分滞納繰越

　

分の国民健康保

険税

　

です。

業　
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3 県繰入金 62,719 63,499 △780

4 特定健診等負担金 43,048 45,437 △2,389

計 173,765 178,647 △4,882

計

計 11,

1

087,368 10,

1

979,194 108

0

,174

（款） ４県支出金 （項） ２財政安定化基金交付金

1 財政安定化基金交付金 1 1 0

1 財政安定化基金交付金 1 財政安定化基金交付金 1 1 0

（

廃 社

款

会保障

計 1 1 0

・税番

計 1 1 0

号制度シ

）

ステム整備費補 0 3,

３

850 △3,850

国

助

庫

金

支

計 1 3,8

出

51 △3,850

（

金

款） ４県支出金 （項）

（

１県負担金・補助金

項）

1 保険給付費等交付

１

金 11,087,36

国

8 10,979,19

庫

4 108,174

補助

1 保険給付費等交付

金

金（普通交付金） 1 保険給付費等交付金（普通交付金） 10,913,603 10,800,547 113,056

目・節名 細 節 名 本 年 度 前 年 

計 10,91

度

3,603 10,80

比

0,547 113,0

　

56

較

2 保険給付費等交付金（特別交付金） 1 保険者努力支援分 51,021 42,999 8,022

2 特別調整交付金分 16,977 26,712 △9,735
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額

国保事業費納付金事業 16,976 す。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 62,719 県内で調整すべき市町村の特別な事情に要する費用に対す

る交付金です。

特定健康診査事業 42,230 特定健康診査等に係る費用の一部に対する交付金です。基

特定保健

補

指導事業 818 準単価

助

により積算された額の

金

２／３が交付されます

で

。

す。

173,765

11,087

1

,368

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 給付増や保険税収納不足により財源不足となった場合、県

に設置される財政安定化基金から受けることができる交付

金です。


交付は、災害、景気変動等の特別な事情が生じた場合、財

源不足額のうち保険税収納不足額の１／２以内の額が交付

されます。

1

1

1

（単位：千

一般被保険者療養

円

給付事業 9,491,

）

424 療養の給付等に

歳

要する費用に対する交

　

付金です。

出

退職被

　

保険者等療養給付事業

事

100

　

一般被保険

業

者療養費支給事業 79

　

,642

別

退職被保

　

険者等療養費支給事業

充

50

　

審査支払手数

当

料納付事業 21,96

　

6

先

一般被保険者高額療養費支給事業 1,319,181

退職被保険者等高額療養費支給事業 100

一般被保険者高額介護合算療養費支給事業 940

退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業 50

一般被保険者移送費支給事業 100

退職被保険者等移送費支給事業 50

10,913,603

歳　　入　　

一

概

般被保険者医療給付費

　

分国保事業費納付金事

　

業 51,021 医療費

要

適正化、予防・健康づ

事

くりなどの取組状況に

　

対する

交付金です。

　業

傷病手当金支給事業 1

名

市町村の災害等特別な

充

事情に要する費用に対

 

する交付金で

当

一般

 

被保険者医療給付費分
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計 59,967 59,820 147

計 969,704 968,661 1,043

（款） ６繰入金 （項） ２基金繰入金

1 基金繰入金 618,575 179,340 439,235

1 保険給付費等支払基金繰入金 1 保険給付費等支払基金繰入金 618,575 179,340 439,235

1 利子及び配当金 77 90 △13

計 618,575 179,340 439,235

計 618,575 179,340 439,235

（款） ７繰越金 （項） １繰越金

1 前年度繰越金 100,000 100,000 0

1

1 前年度繰越

（

利

金 1 前年度繰越金 10

子

0,000 100,0

及

00 0

び配

計 100,000 1

当

00,000 0

金 1 保

計 100,000

険

100,000 0

（款

款

給

） ８諸収入 （項） １延

付

滞金、加算金及び過料

費等

1 一般被保険者延

支

滞金 43,000 43

払

,000 0

基金利子

）

77 90 △13

５財産収

計 77 90 △

入

13

（項

計

）

77 90 △13

（

１

款） ６繰入金 （項） １

財

一般会計繰入金

産

1

運

一般会計繰入金 969

用

,704 968,66

収

1 1,043

入

1 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分 1 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分 370,114 371,168 △1,054

） ）

計 370,114 371,168 △1,054

2 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 1 保険基盤安定繰入金（保険者支援分 250,708 251,314 △606

目・

） ）

計 250,7

節

08 251,314 △

名

606

細 

3 職員

節

給与費等繰入金 1 職員

 

給与費等繰入金 252

名

,964 247,78

本

0 5,184

 年 

計 2

度

52,964 247,

前

780 5,184

 年 

4 出産育児一時金

度

等繰入金 1 出産育児一

比

時金等繰入金 23,8

　

00 25,200 △1

較

,400

計 23,800 25,200 △1,400

5 その他一般会計繰入金 1 その他一般会計繰入金 12,151 13,379 △1,228

計 12,151 13,379 △1,228

6 国保財政安定化支援事業繰入金 1 国保財政安定化支援事業繰入金 59,967 59,820 147
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額

の平準化に資す

るための繰入金です。

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 424,043 保険給付費等の支払いに係る基金繰入金です。

一般被保険者後期高齢者支援金等分国保事業費納付金 142,510

事業

介護納付金分国保事業費納付金事業 52,022

618,575

618,575

一般財源 前年度からの繰越金です。

保険給付費等支払基金積立金事業 77 保険給付費等支払基金の預金利子です。

77

77

（単位：千円

一般財源 保険基

）

盤安定のための保険税

歳

軽減分の繰入金です。

　出　事　業　別　充　当

一般財源 保険基盤

　

安定のための保険者支

先

援分の繰入金です。

一般財源 国民健康保険特別会計の職員給与費等に係る繰入金です。

一般財源 出産

歳

育児一時金に係る繰入

　

金です。

　入　　概　　要

一

事

般財源 その他一般会計

　

の繰入金です。

　　業 名 充 

一般財

当

源 国民健康保険財政の

 

健全化及び保険税負担
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計 8,416 7,643 773

2 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0

1 退職被保険者等第三者納付金 1 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0

計 1 1 0

3 一般被保険者返納金 1 1 0

1 一般被保険者返納金 1 一般被保険者返納金 1 1 0

1 延滞金

計 1 1 0

1 一

4 退

般

職被保険者等返納金 1

被

1 0

保

1 退職被保

険

険者等返納金 1 退職被

者

保険者等返納金 1 1 0

延滞金 43

計 1

,

1 0

00

5 雑入 4

0

1 66 △25

4

1

3

雑入 1 療養指定公費負

,

担金 1 1 0

0

（

00 0

款） ８

計 43,0

諸

00 43,000 0

収入 （

2 退職被保険者等

項

延滞金 1,000 1,

）

000 0

１

1 延滞

延

金 1 退職被保険者等延

滞

滞金 1,000 1,0

金

00 0

、加算

計 1,00

金

0 1,000 0

及び過

3 一般被保険者加算金

料

1 1 0

1 一般被保険者加算金 1 一般被保険者加算金 1 1 0

計 1 1 0

4 退職被保険者等加算金 1 1 0

1 退職被保険者等加算金 1 退職被保険者等加算金 1 1 0

計 1 1 0

計 44,002 44,002 0

（款） ８諸収入 （項） ２市預金利子

目

1 市預金利子 1

・

0 12 △2

節

1 市

名

預金利子 1 市預金利子

細

10 12 △2

 節

計 10 12 △

 

2

名 本

計 10 1

 

2 △2

（款） ８諸収入

年

（項） ３貸付金元利収

 

入

度

1 出産費資金貸

前

付金元利収入 1 336

 

△335

年

1 出産

 

費資金貸付金元利収入

度

1 出産費資金貸付金元

比

利収入 1 336 △33

　

5

較

計 1 336 △335

計 1 336 △335

（款） ８諸収入 （項） ４雑入

1 一般被保険者第三者納付金 8,416 7,643 773

1 一般被保険者第三者納付金 1 一般被保険者第三者納付金 8,416 7,643 773
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充

る医療給付費損害賠償

 

金です。

当 

8,416

額

退職被保険者等医療給付費分国保事業費納付金事業 1 第三者行為による医療給付費損害賠償金です。

1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 不当利得等徴収金の過払分医療費の返納金です。

1

退職被保険者等医療給付費分国保事業費納付金事業 1 不当利得等徴収金の過払分医療費の返納金です。

1

一般被保険者医療給付費分国保事業費納付金事業 1 前期高齢者の一部負担金負担割合の特例措置に伴

一

う国民健

般

康保険団体

財

連合会からの納付金で

源

す。

納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

一般財源 納期限後に納付された国民健康保険税に係る延滞金です。

（単位

一

：

般財源 不正利得徴収金

千

に係る加算金です。

円）

歳　出　事　業

一般財源 不正利得徴収

　

金に係る加算金です。

別　充　当　先

一般財源 歳計現金の預金利子です。

出産費資金貸付事業 1 出産費資金貸付金の

歳

返還金です。

　

1

　入　　

1

概　　要

事 業　

一般被保険者医療給付費分国保

　

事業費納付金事業 8,

名

416 第三者行為によ
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2 督促手数料 1 1 0

（款） ８

3 雇用保険被保

諸

険者負担金 39 64 △

収

25

入 （項） ４

計 41 66 △25

雑入

計 8,460 7,712 748

目・節名 細 節 名 本 年 度 前 年 度 比　較
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一般財源 合併前の栗橋町及び鷲宮町の国民健康保険税の督促手数料

です。

職員給与費 16 雇用保険料の被保険者負担分です。

会計年度任用職員給与費 23

40

（単位

8,459

：千円）

歳　出　事　業　別　充　当　先

歳　　入　　概　　要

事 業 名 充 当 額
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一般財源

3 総合事務組合負担金 11

国

,026 10,683

県

343 11,026

支出金 地方債 そ

事業

の他

【人事課】

4 一般管理業務経費 70,108 76,169 △6,061 70,108

【収納課・市民課（

総合窓口）・国民健

康保険課・出納室】

1 一般管理費 251,044 249,439 1,605 39 251,005

1 職員給与費 153,643 148,650 4,99

３

3 諸 16 153,62

歳

7

出

（款）

【

１

人事課・市民課（

総務費 （項）

総合窓口）・国民

１

健

総務

康保険課

管

】

理費

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

2 会計年度任用職員給 16,267 13,937 2,330 諸 23 16,244

与費

目・事

【

業

人事課】

名 本　年　度 前　年　度 比　較
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方公務員共済組合等負担金（会

  計年度任用職員） 1

区

,824

　分

8 旅 費 109 ○費用弁

金

償

　額

18 負 担 金 、 補 助 11,026 ○総合事務組合負担金（常勤職員） 10,050 総合事務組合への負担金です。

及 び 交 付 金 ○総合事務組合負担金（会計年度任

  用職員） 976

8 旅 費 68 ○普通旅費 33 国民健康保険事務の一般管理業務に要する

○研修旅費 35 経費です。

10 需 用 費 1,258 ○消耗品費 362

○印刷製本費 386

○追録代 324

○図書費 186

11 役 務 費 24,466 ○郵送料 18,977

○切手代 126

○システム回線費 645

○第三者行為損害賠償求償事務共同

  処理手数料 249

○口座振替手数料 704

○公金取扱手数料 3,086

2 給 料 77,920 ○一般職給料２２人 関係部署の職員の給与費です。

3 職 員 手 当 等 49,831 ○扶養手当 2,172 ２２人のうち１人は再任用職員です。

○地域手当 4,905

○住居手当 1,152

○通勤手

（

当 1,404

単位

○時間外勤務手当 5

：

,713

千

○

円

管理職手当 1,644

）

○期末手当 18,398

○勤勉手当 13,283

○児童手当 1,160

4 共 済 費 25,892 ○地方公務員共済組合等負担金（一

  般職） 25,714

節

○地方公務員災害補償基金負担金（

  一般職） 131

○社会保険料（再任用職員） 47

説　　明 事

1 報 酬 2,79

　

8 ○会計年度任用職員

業

報酬９人 関係部署の会

　

計年度任用職員の給与

概

費です

　要

2 給 料 8,133 ○会計年度任用職員給料６人 。

3 職 員 手 当 等 2,934 ○地域手当 488 ・事務補助員７人

○通勤手当 287 ・保健事業推進員８人

○期末手当 2,159

4 共 済 費 2,293 ○社会保険料（会計年度任用職員） 469

○地
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源

計 556 684 △128 556

（款） １総務費 （項） ４趣旨普及費

国

1 趣旨

県

普及費 429 495 △

支

66 429

出金

1 趣旨普及事業 4

地

29 495 △66 42

方

9

債 その他

【国民健康保険課】

計 429 495 △66 429

（款） ２保険給付費 （項） １療養諸費

1 一般被保険者療養給付費 9,491,424 9,449,662 41,762 9,491,424 0

1 一般被保険者療養給 9,491,424 9,449,662 41,762 県 0

付事業 9,491,424

【国民健康保険課】

2 退職被保険者等療養給付 100 1,078 △978 100 0

費

（款） １総務費 （項） １総務管

2 連合会負担

理

金 1,801 1,85

費

3 △52 1,801

1 連合会負担金事業 1,801 1,853 △52 1,801

本　年　

【国民健

度

康保険課】

　の　

計 252,8

財

45 251,292 1

　

,553 39 252,

源

806

（款） １総務費

　

（項） ２徴税費

内　

1 賦課徴収費 1

訳

59 188 △29 159

特

1 賦

　

課業務経費 159 18

定

8 △29 159

　財　源

【国民健康保険課】

計 159 188 △29 159

（款） １総務費 （項） ３運営協議会費

1 運営協議会費 556 684 △128 55

目

6

・

1 運

事

営協議会業務経費 55

業

6 684 △128 55

名

6

本　年　度

【国民

前

健康保険課】

　年　度 比　較
一般財
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及 び

区

交 付 金

　分 金　額

10 需 用 費 429 ○消耗品費 国民健康保険の制度普及に係る経費です。

18 負 担 金 、 補 助 9,491,424 ○一般被保険者療養給付費負担金 国民健康保険一般被保険者の医療費に係る

及 び

○

交 付 金 保険者負担金で

ペ

す。

イジー収納手数料 627

○クレジット収納手数料 44

○点字翻訳料 8

12 委 託 料 44,316 ○電算業務委託料 39,434

○レセプト点検業務委託料 4,576

○ペイジー収納業務委託料 300

○クレジット収納業務委託料 6

（単位：千

18 負 担 金 、 補

円

助 1,801 ○埼玉県

）

国民健康保険団体連合会会 国民健康保険団体連合会への負担金です。

及 び 交 付 金   員負担金

節

10 需 用 費 140 ○印刷製本費 国民健康保険税の賦課に係る経費です。

説　

11 役 務 費 1

　

9 ○点字翻訳料

明 事　業　概　要

1 報 酬 492 ○国民健康保険運営協議会委員報酬 国民健康保険運営協議会に係る経費です。

  １８人

8 旅 費 19 ○費用弁償

10 需 用 費 3 ○印刷製本費

18 負 担 金 、 補 助 42 ○埼玉県国保協議会負担金
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財

9,181 1,238

源

,187 80,994 1,319,181 0

1 一般被保険者高額療 1,319,181 1,238,187 80,99

国

4 県 0

県支出金 地方

養

債

費支給事業 1,319

そ

,181

の他

【国民健康保険課】

2 退職被保険者等高額療養 100 1,077 △977 100 0

費

1 退職被保険者等高額 100 1,077 △977 県 100 0

療養費支給事業

【国民健康保険課】

3 一般被保険者高額

1

介護合 940 873 6

退

7 940 0

職

算

被

療養費

保険

1 一般被保険者高額介

者

940 873 67 県 9

等

40 0

療養 100 1

護合算療養費

,

支給事

078 △

業

9

【

7

国民健康保険課】

8 県

4 退職被保険

1

者等高額介護 50 10

0

0 △50 50 0

0 0

合算療養費

1 退職被保険者等高額 50 100 △50 県 50 0

介護合算療養費支給

事業

【国民健康保険課】

計 1,320,271 1,240,237 80,034 1,320,271 0

（款

給付事業

） ２保

【国民健康

険

保険課】

給付

3 一般被保険者療養費

費

79,642 85,6

（

71 △6,029 79

項

,642 0

） １

1 一般被保険者療

療

養費 79,642 85

養

,671 △6,029

諸

県 79,642 0

費

支給事業

本　

【国民健康保険課

年

】

　

4 退職

度

被保険者等療養費 50

　

539 △489 50 0

の　

1 退職

財

被保険者等療養 50 5

　

39 △489 県 50 0

源　内　訳

費支

特

給事業

　定　

【国民健康保険課

財

】

　

5 審査

源

支払手数料 23,311 24,535 △1,224 21,966 1,345

1 審査支払手数料納付 23,311 24,535 △1,224 県 21,966 1,345

目・事

事

業

業

名 本　年　

【国民健康保険課】

度 前　

計 9,594,52

年

7 9,561,485

　

33,042 9,59

度

3,182 1,345

比

（款） ２保険給付費 （

　

項） ２高額療養費

較
一

1 一般被保険

般

者高額療養費 1,31

－　　－382



区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 1,319,181 ○一般被保険者高額療養費負担金 国民健康保険一般被保険者の高額療養費に

及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 100 ○退職被保険者等高額療養費負担金 国民健康保険退職被保険者の高額療養費に

及 び 交 付 金 係る保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 940 ○一般被保険者高額介護合算療養費 国民健康保険一般被保険者の高額介護合算

及 び 交 付 金 負担金 療養費に係る保険者負担金です。

18 負 担

18 負 担 金

金

、 補 助 50 ○退職被保

、

険者等高額介護合算療

補

養 国民健康保険退職被

助

保険者の高額介護合算

100

及 び 交 付 金

○

費負担金 療養費に係

退

る保険者負担金です。

職被保険者等療養給付費負担金 国民健康保険退職被保険者の医療費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 79,6

（

42 ○一般被保険者療

単

養費負担金 国民健康保

位

険一般被保険者の療養

：

費に係る

千円

及 び 交 付 金 保険

）

者負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 50 ○退職被保険者等療養費負担金 国民健康保険退職被保険者の療養費に係る

節

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

説　　明 事　業　概

11 役 務 費 22,4

　

54 ○診療報酬審査支

要

払手数料 国民健康保険団体連合会が行うレセプトの

12 委 託 料 857 ○電算業務委託料 審査・支払い及び入力に係る経費の手数料

です。
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源

事業 12,500 12,800 △300 12,500

国

【国民健

県

康保険課】

支出金

計 12,50

地

0 12,800 △30

方

0 12,500

（款）

債

２保険給付費 （項） ６

そ

傷病手当諸費

の他

1 傷病手当金 1 0 1 1 0

1 傷病手当金支給事業 1 0 1 県 1 0

【国民健康保険課】

計 1 0 1 1 0

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） １医療給付費分

1

1 一般被保

一

険者医療給付費 2,8

般

09,800 2,57

被

4,732 235,0

保

68 130,718 4

険

32,461 2,24

者

6,621

移

分

送費

1 一般

1

被保険者医療給 2,8

0

09,800 2,57

0

4,732 235,0

1

68 国 1 繰 424,0

0

43 2,246,62

0

1

0 100 0

付費分国保事業費納 県 130,717 諸 8,418

付金事業

1 一般被保険者移送費 100 100 0 県 100 0

（款） ２保

支給事業

険給付

【国民健康保険

費

課】

（

2 退

項

職被保険者等移送費 5

）

0 100 △50 50 0

３移

1 退職

送

被保険者等移送 50 1

費

00 △50 県 50 0

費支給事業

本　年

【国民健康保険課】

　度

計 1

　

50 200 △50 15

の

0 0

（款） ２保険給付

　

費 （項） ４出産育児諸

財

費

　

1 出産

源

育児一時金 35,70

　

0 37,800 △2,

内

100 35,700

　訳

1 出産育児一時金支給 35,7

特

00 37,800 △2

　

,100 35,700

定　財　源

事業

【国民健康保険課】

2 支払手数料 19 20 △1 19

1 出産育児一時金支払 19 20 △1 19

目・事業名 本

手数料納付事業

　年

【国民健

　

康保険課】

度 前

計 35,719

　

37,820 △2,1

年

01 35,719

（款

　

） ２保険給付費 （項）

度

５葬祭諸費

比　

1 葬祭費 12,50

較

0 12,800 △30

一

0 12,500

般財

1 葬祭費支給
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区　

18 負 担 金 、

分

補 助 12,500 ○葬

金

祭費 国民健康保険被保

　

険者の死亡に係る保険

額

者

及 び 交 付 金 負担金です。

18 負 担 金 、 補 助 1 ○傷病手当金 国民健康保険に加入している被用者が新型

及 び 交 付 金 コロナウイルス感染症に感染又は感染した

疑いで労務に服することができない場合に

支給する傷病手当金です。

18 負 担 金 、 補 助 2,809,800 ○一般被保険者医療給付費分国保事 国民健康保険一般被保険者に係る医療給付

及 び 交 付 金   業費納付金 費分の国民健康保険事業費納付金です。

18 負 担 金 、 補 助 100 ○一般被保険者移送費負担金 国民健康保険一般被保険者の移送費に係る

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

1

（

8 負 担 金 、 補 助 50 ○

単

退職被保険者等移送費

位

負担金 国民健康保険退

：

職被保険者の移送費に

千

係る

円）

及 び 交 付 金 保険者負担金です。

節

18 負 担 金 、 補 助 35,700 ○出産育児一時金 国民健康保険被保険者の出産に係る保険者

説

及 び

　

交 付 金 負担金です。

　明 事　業　概　要

11 役 務 費 19 ○出産育児一時金支払手数料 出産育児一時金の直接払いに係る手数料で

す。
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　年　度 比

保事業費納

　

付金事業

較
一

【国民健康保険

般

課】

財源

計 944,802 956,791 △11,989 142,510 802,292

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） ３介護納付金分

国

1 介

県

護納付金分 344,7

支

08 310,580 3

出

4,128 52,02

金

2 292,686

地方

1 介護納付

債

金分国保事 344,7

そ

08 310,580 3

の

4,128 繰 52,0

他

22 292,686

業費納付金事業

【国民健康保険課】

計 344,708 310,580 34,128 52,022 292,686

（款） ４共同事業拠出金 （項） １共同事業拠出金

1 その他共同事業事務費拠 3 3 0 3

出金

【

1 退職被保険

国

者等該当 3 3 0 3

民健康保険課

者リス

】

ト事務費拠出

事業

【国民健康保険課】

計 3 3 0 3

2 退職被保険者等医療給付 1,900 2,100 △200 2 1,898

（

費分

款）

1 退職被保険者

３

等医療 1,900 2,

国

100 △200 諸 2 1

民

,898

健康保険事業

給付費

費

分国保事業費

納付金 （項

納付金事業

） １

【国民健康保険

医

課】

療給

計 2,811,700

付

2,576,832 2

費

34,868 130,

分

718 432,463 2,248,519

（款） ３国民健康保険事業費納付金 （項） ２後期高齢者支援金等分

1 一般被保険者後期高齢者 944

本

,302 956,19

　

1 △11,889 14

年

2,510 801,7

　

92

度

支援金等

　

分

の

1 一

　

般被保険者後期高 94

財

4,302 956,1

　

91 △11,889 繰

源

142,510 801

　

,792

内　訳

特　

齢

定

者支援金等分国保

　財　源

事業費納付金事業

【国民健康保険課】

2 退職被保険者等後期高齢 500 600 △100 500

者支援金等分

目・

1 退職被保険者等後

事

期 500 600 △10

業

0 500

名 本　年　度

高齢者支援

前

金等分国
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 等分国保事業費納付金 齢者支援金等分の国民健康保険事業費納付

金です。

区　分 金　額

18 負 担 金 、 補 助 344,708 ○介護納付金分国保事業費納付金 国民健康保険被保険者に係る介護納付金分

及 び 交 付 金 の国民健康保険事業費納付金です。

18 負 担 金 、 補 助 3 ○退職被保険者等該当者リスト事務 退職被保険者等該当者リスト作成に係る国

及 び 交 付 金   費拠出金 民健康保険団体連合会への拠出金です。

18 負 担 金 、 補 助 1,900 ○退職被保険者等医療給付費分国保 国民健康保険退職被保険者等に係る医療給

及 び 交 付 金   事業費納付金 付費分の国民健康保険事業費納付金です。

（単位：千円）

18 負 担 金 、 補 助 944,302 ○一般被保険者後期高齢者支援金等 国民健康保

節

険一般被保険者に係る後期高齢

及 び 交 付 金   分国保事業費納付金 者支援金等分の国民健康保険事業費納付金

説　

です。

　明 事　業　概　要

18 負 担 金 、 補 助 500 ○退職被保険者等後期高齢者支援金 国民健康保険退職被保険者等に係る後期高

及 び 交 付 金  
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度 前　年　度 比　較
一般財源

計 169,424 174,782 △5,358 43,048 126,

国

376

（款） ６保健事

県

業費 （項） ２保健事業

支

費

出

1 保健

金

衛生普及費 11,92

地

0 12,900 △98

方

0 11,920

債 そ

1 保健衛生普

の

及事業 6,718 6,

他

992 △274 6,718

【国民健康保険課】

2 保養施設利用者助成 4,002 4,794 △792 4,002

事業

【国民健康保険課】

1

3 健康マイレージ

財

助成 1,200 1,1

政

14 86 1,200

安定化基金拠出

事業

金 1

【国

1

民健康保険課】

0 1

1 財政安定化基金拠出 1 1 0 1

（款） ５

金事業

財政

【

安

国民健康保険課】

定化

計 1 1 0

基

1

（款） ６保健事業費

金

（項） １特定健康診査

拠

等事業費

出金

1 特定健康診査等事業

（

費 169,424 17

項

4,782 △5,35

）

8 43,048 126

１

,376

財政

1 特定健康診査事業

安

148,726 150

定

,920 △2,194

化

県 42,230 106

基

,496

金拠出金

【国民健康保険課】

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

2 特定保健指導事業 20,698 23,862 △3,164 県 818 19,880

【国民健康保険課】

目・事業名 本　年　
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○切手代 17

13 使 用 料 及 び 賃 486 ○ＯＡ機器等借上料

借 料

18 負 担 金 、 補 助 17,965 ○糖尿病性腎症重症化予防対策事業

区

及 び 交 付 金   負担

　

金

分 金　額

10 需 用 費 88 ○消耗品費 国民健康保険保険者が行う保健事業の普及

11 役 務 費 6,630 ○郵送料 に係る経費です。

10 需 用 費 132 ○印刷製本費 保養施設利用者助成に係る経費です。

18 負 担 金 、 補 助 3,870 ○保養施設助成金

及 び 交 付 金

18 負 担 金 、 補 助 1,200 ○埼玉県コバトン健康マイレージ助 健康マイレージ事業助成に係る経費です。

及 び 交 付 金   成金

18 負 担 金 、 補 助 1 ○財政安定化基金拠出金 県が設置する財政安定化基金への拠出金で

及 び 交 付 金 す。

10 需 用 費 1,574 ○消耗品費 524 特定健康診査に係る経費です。

（単

○印刷製本費 1,05

位

0

：

11 役

千

務 費 5,656 ○郵送

円

料 5,154

）

○システム回線費 484

○点字翻訳料 18

12 委 託 料 141,426 ○電算業務委託料 2,464

○システム保守業務委託料 77

○特定健康診査業務委託料 138,885

節

18 負 担 金 、 補 助 70 ○特定健康診査等共同広報事業分担

及 び 交 付 金   金

説　　

7 報

明

償 費 960 ○講師謝礼

事

特定保健指導に係る経

　

費です。

業　

8

概

旅 費 11 ○研修旅費

　要

10 需 用 費 864 ○消耗品費 754

○印刷製本費 83

○図書費 27

11 役 務 費 412 ○郵送料 395
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般財

【国民健康保険課】

源

計 77 90 △13 77 0

（款） ８諸支出金 （項） １償還金及び還付加算金

1 一般

国

被保険者保険税還付 2

県

0,000 20,00

支

0 0 20,000

出金

金

地方

1 一般被保険者保険税

債

20,000 20,0

そ

00 0 20,000

の他

還付事業

【収納課】

2 退職被保険者等保険税還 500 500 0 500

付金

1 退職被保険者等保険 500 500 0 500

税還付事業

2 疾病

【収納課】

予防

3 一般被保

費

険者還付加算金 500

5

500 0 500

3,

1 一般被保険

1

者還付加 500 500

5

0 500

4 55,43

算金事業

1 △2

【収納課】

,2

4 退職被保険者等還

7

付加算 50 50 0 50

7 5

金

3,154

1 人間ドック事業 36,426 38,517 △2,091 36,

（

426

款） ６保健

【国民健康保険課】

事業費 （項） ２保健事

2 がん

業

検診助成事業 13,3

費

13 12,981 332 13,313

【国民健康保険課】

本　年

3 健康づくり運動

　

教室 3,415 3,9

度

33 △518 3,41

　

5

の　財　

事業

源　内

【国民健康

　

保険課】

訳

特　定　

3

財

貸付金 1 336 △33

　

5 1 0

源

1 出産費資金貸付事業 1 336 △335 諸 1 0

【国民健康保険課】

計 65,075 68,667 △3,

目

592 1 65,074

・

（款） ７基金積立金 （

事

項） １基金積立金

業名

1 保険給付費

本

等支払基金積 77 90

　

△13 77 0

年　

立金

度

1

前

保険給付費等支払基 7

　

7 90 △13 財 77 0

年　度 比　較

金積立金

一

事業
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区　分 金　額

22 償 還 金 、 利 子 20,000 ○一般被保険者保険税過年度還付金 国民健康保険税の更正による減額等に係る

及 び 割 引 料 還付金です。

22 償 還 金 、 利 子 500 ○退職被保険者等保険税過年度還付 国民健康保険税の更正による減額等に係る

及 び 割 引 料 金 還付金です。

22 償 還 金 、 利 子 500 ○一般被保険者保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

10 需 用 費 195 ○印刷製本費 人間ドック受診者助成に係る経費です。

12 委 託 料 8,567 ○人間ドック業務委託料

18 負 担 金 、 補 助 27,664 ○人間ドック助成金

及 び 交 付 金

（

18 負

単

担 金 、 補 助 13,31

位

3 ○がん検診助成金 が

：

ん検診受診者助成に係

千

る経費です。

円）

及 び 交 付 金

7 報 償 費 80 ○講師謝礼 健康づくり運動教室に係る経費です。

10 需 用 費 66 ○消耗品費

11 役 務 費 21 ○郵送料

節

12 委 託 料 3,248 ○健康教室実施業務委託料

説　　

20 貸 付 金 1 ○出産

明

費資金貸付金 出産費資

事

金の貸付に係る経費で

　

す。

業　概　要

24 積 立 金 77 ○保険給付費等支払基金積立金（利 保険給付費等支払基金への積立金です。

子）

－　　－391



比　較
一般財源

国県支出金 地方債 その他

1 退職被保険者等還付 50 50 0 50

（

加算金事

款

業

） ８

【収納課】

諸支

5 償還金 2 2

出

0 2

金

1

（

償還金事業 2 2 0 2

項） １償還金

【国

及

民健康保険課】

び還付加算金

計 21,052 21,052 0 21,052

（款） ８諸支出金 （項） ２繰出金

本

1 一般

　

会計繰出金 1 1 0 1

年　

1 一般会

度

計繰出事業 1 1 0 1

　の　財　

【国民健康保険課】

源　

計 1 1

内

0 1

（款） ９予備費 （

　

項） １予備費

訳

1 予備費 10,0

特

00 10,000 0 1

　

0,000

定　

1 予備費 10,0

財

00 10,000 0 1

　

0,000

源

【国民健康保険課】

計 10,000 10,000 0 10,000

目・事業名 本　年　度 前　年　度
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区　分 金　額

22 償 還 金 、 利 子 50 ○退職被保険者等保険税還付加算金 国民健康保険税の還付に伴う還付加算金で

及 び 割 引 料 す。

22 償 還 金 、 利 子 2 ○保険給付費等交付金（普通交付金 前年度に交付された補助金等の精算に伴う

及 び 割 引 料 ）償還金 1 償還金です。

○保険給付費等交付金（特別交付金

（

）償還金 1

単位：千円）

27 繰 出 金 1 ○一般会計繰出金 一般会計への繰出金です。

節

予備費です。

説　　明 事　業　概　要
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１　特別職

報酬
（千円）

給料
（千円）

期末手当
（千円）

年間支給
率（月分）

その他の
手当

（千円）

計
（千円）

その他の
特別職

18 492 492 492

計 18 492 492 492

その他の
特別職

18 612 612 612

計 18 612 612 612

その他の
特別職

0 △ 120 △ 120 △ 120

計 0 △ 120 △ 120 △ 120

本
年
度

前
年
度

長　等

議　員

比

較

長　等

長　等

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

議　員

議　員
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２　一般職

　（１）　総括

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(9)
28

(10)
26

(△ 1)
2

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの

　　通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

備　考
区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

本
年
度

2,798 86,053 51,605 140,456 28,185 168,641

前
年
度

2,530 83,188 49,882 135,600 26,099 161,699

比
　
較

268 2,865 1,723 4,856 2,086 6,942

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 2,172 5,393 1,152 1,691 5,713 1,644 20,557

前年度 1,410 5,169 942 1,758 6,019 1,548 20,141

比　　較 762 224 210 △ 67 △ 306 96 416

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 13,283

前年度 12,895

比　　較 388

－　　－395



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(0)
22

(0)
21

(0)
1

　※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

0 77,920 48,671 126,591 25,892 152,483

前
年
度

0 75,590 47,878 123,468 24,432 147,900

比
　
較

0 2,330 793 3,123 1,460 4,583

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

時間外
勤務手当
（千円）

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 2,172 4,905 1,152 1,404 5,713 1,644 18,398

前年度 1,410 4,713 942 1,407 6,019 1,548 18,944

比　　較 762 192 210 △ 3 △ 306 96 △ 546

区　分
勤勉手当
（千円）

本年度 13,283

前年度 12,895

比　　較 388

－　　－396



　　イ　会計年度任用職員

報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

(9)
6

(10)
5

(△ 1)
1

　※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務

　　を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

区
分

職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
（千円）

合　計
（千円）

備　考

本
年
度

2,798 8,133 2,934 13,865 2,293 16,158

前
年
度

2,530 7,598 2,004 12,132 1,667 13,799

比
　
較

268 535 930 1,733 626 2,359

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

区　分
地域手当
（千円）

通勤手当
（千円）

期末手当
（千円）

本年度 488 287 2,159

前年度 456 351 1,197

比　　較 32 △ 64 962

区　分

本年度

前年度

比　　較
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額
（千円）

（千円）

給　　料 2,865 昇給に伴う増加分 1,161

1,704

職員手当 1,723 △ 405

2,128

　（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給料

　　イ　初　任　給　

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

制度改正に伴う増減分
住居手当　　 △2千円
期末手当　△403千円

その他の増減分

増減事由別内訳 備考

その他の増減分

160,100 150,600

171,700
採用時の年齢・

職種により異なる。
―　

188,700 182,200

41歳3月

区　　　　　　　　分

久　　　　　喜　　　　　市 国　の　制　度

一般行政職　　（円） 技能労務職　　（円） 一般行政職　　（円）

平     均     年     齢 39歳2月

令和2年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 305,640

平均給与月額　　（円） 346,433

平     均     年     齢

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

令和3年1月1日
現在

平均給料月額　　（円） 291,295

平均給与月額　　（円） 344,807

－　　－398



　　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

（1） (100.0)
2 10.0

（1） (100.0)
20 100.0

※構成比は、それぞれ四捨五入しているため計と一致しない場合があります。

　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

一　般　行　政　職 部      長 副　部　長 課      長 課長補佐 係　　　長 主      任 主      事

支給率計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

（1.175） （1.175） （2.350）

2.225 2.225 4.450

（1.175） （1.175） （2.350）

2.250 2.250 4.500

（1.175） （1.175） （2.350）

2.225 2.225 4.450

（　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

２　　　級

4 20.0

有

４　　　級

本年度 有

前年度 有

国の制度

級等による加算措置

　　エ　期末手当・勤勉手当　

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

(  )内は、再任用職員の標準的な支給率

備　　　　考

計

１　　　級

３　　　級 6 30.0

7 35.0

５　　　級 1 5.0

計

令和2年1月1日
現在

７　　　級 0 0.0

６　　　級 0 0.0

１　　　級 6 28.6

28.6

２　　　級 6 28.6

1 4.8

2 9.5

区　　　　　　　　分
一般行政職

令和3年1月1日
現在

７　　　級

４　　　級

0 0.0

21 100.0

６　　　級

0 0.0５　　　級

３　　　級 6
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　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 　　　　（月分） 加算措置等

定 年 前 早 期

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（2％～45％加算）

定 年 前 早 期

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

（支給率等） （2％～45％加算）

　　カ　地域手当　

　　キ　その他の手当　

・原動機付自転車等

片道4km以上 　6km未満 4,500円　　

片道6km以上 　8km未満 4,900円　　

片道8km以上 10km未満 5,300円　　

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

支 給 対 象 職 員 数  （人） 22

国の指定基準に基づく支給率　 （％） 6

区　　　　　　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

異通　　　勤　　　手　　　当

区　　　　分 備　　　　考

支 　 給  　対　  象　  地  　域 久喜市

支         給         率  （％） 6
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